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1． 導入―世界農業遺産と地域社会 

本研究の目的は、過疎化が著しい日本の山間部に

位置する世界農業遺産認定地域における、日常的

で小規模な食料生産、生産物の贈与交換および消

費の実態を明らかにすることにある。 

本研究が対象とするにし阿波地域は、美馬市、東

みよし町、つるぎ町、三好市という 2 市 2 町で構

成されている。2018 年に世界農業遺産「にし阿波

の傾斜地農耕システム」に認定された。 

 

1−1 世界農業遺産とは 

世界農業遺産とは英語で Globally Important 

Agricultural Heritage Systems（略：GIAHS）と

呼ばれる。ヨハネスブルクで開催された「持続可

能な開発に関する世界首脳会議」を契機に（遠藤

2021：5）2002 年に開始された、国連食糧農業機関

（FAO）が世界的に重要だとされる伝統的な農業シ

ステムを認定する仕組みである。この制度では、

何世代にもわたって社会や環境に適応しながら形

づくられてきた農業上の土地利用、伝統的な農業

とそれに関わって育まれた文化、景観、生物多様

性などの総体を、農業システムとして認定する（農

林水産省 HP）。つまり、農業生産との関わりを重視

して、諸要素をシステムとして捉える（武内2013）。

2025 年 5 月現在、世界で 28 カ国 95 地域が認定さ

れており、日本国内では 15 地域が認定されている。

日本の認定地域数は、中国に次いで世界で 2 番目

に多く、GIAHS 認定地域における効果的な保全活

動の事例を示すことが求められている。 

GIAHS の特徴は、現代に応じて、農業に関する知

識や実践が変化することを重視することにある。

GIAHS という概念を提唱したパルヴィス・クーハ

フカンが「化石化しない保全（Koohafkan 2016）」

と呼ぶ、環境や社会の変化に伴って農民が食糧生

産システムを変えていくことを積極的に評価する

保全方法が推奨される。このような保全のあり方

を、動的保全（dynamic conservation）と呼ぶ（cf.

武内 2016）。そのため、伝統的な食糧生産システ

ムの保全を目的とする GIAHS であるが、昔の農業

や農法を「そのまま」残したり、博物館に展示品を

陳列したり、文献資料として保存することは、保

全の主な手段にはならない。この点は、UNESCO の

世界遺産制度の目的と手段との大きな違いとして

強調される（cf. 遠藤 2021:5）。これは食料生産シ

ステムを、農民による知識やスキルの試行錯誤の

結果として変化していくことを前提視しているこ

とに起因する。つまり GIAHS とは、社会的・経済

的・生態学的に変化しながらも継承されている「生

きている遺産」として、食糧生産に関わる知識や

技術を保全しようとする取り組みである。 

 

1−2 世界農業遺産認定の効果 

世界農業遺産では、伝統的な農業システムが人々

の生計維持に寄与するかどうかが重要な点のひと

つとして取り上げられている。そのため、GIAHS の

経済効果は注目されてきた。例えば国際連合食糧

農業機関（FAO）は、GIAHS の経済効果の測定を三

菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社に委

託した。だが、日本の認定地域では、農林水産業・

交流産業の両産業において、目立った経済的効果

がないことが明らかになった（Mitsubishi UFJ 

Research and Consulting 2022）。だが、にし阿波

地域における修学旅行を対象とした農泊体験事業

は、GIAHS 認定による経済効果を示すビジネスモ

デルになりつつある。たとえば GIAHS 認定時の

2018 年には受入学校数 21校、受入泊数が 2,760 泊

だったのが、5 年後の 2023 年には受入学校数が 32

校、受入泊数が 6,000 泊と大幅に増加した。宿泊

費・体験や土産購入のために消費された総額は、

年間１億円にものぼる。このように GIAHS 認定後

の農泊体験事業は、農家の収入源としての重要性
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を高めている（Naito, Tonotani & Watanabe 2023）。 

とはいえ、GIAHS 認定が農業システムにもたらす

さまざまな影響を総合的に測定する方法は定式化

されていない（香坂・内山 2016）。この点を鑑みれ

ば、農業システムの持続可能性を考える際には、

GIAHS 認定の経済効果のみに焦点を当てるのでは

なく、農業システムを構成する社会・文化・生態的

側面といった非経済的な要素にも注目する必要が

ある。たとえば地域住民による農業についての価

値観や意味づけに関する環境社会学的な研究は、

GIAHS 認定が農業継続の意思を強化する契機にな

っていることを明らかにした（岩男 2021）。また山

口（2024）は、農業実践者が伝統農業に対してどの

ような考えを有し、何を残していきたいと考えて

いるのかに注目した。そして人びとが伝統農業そ

のものではなく、土地や伝統作物、日常食といっ

た多岐にわたる「暮らしそのもの」を継承したい

と考えていることを明らかにした。 

また、農業システムの保全が、生態系あるいは生

物多様性の維持に注目した研究も行われている。

そこでは人びとがカヤバ（共有地）として利用し

てきた草地環境と生物多様性のポジティブな関係

が示されている（広瀬ら 2018）。 

これらの先行研究は、農業実践者の意識を半構造

的インタビュー等の聞き取り調査をもとに明らか

にしてきた。だが、聞き取り調査には「被調査者の

バイアス」を収集してしまうという欠点がある。

たとえば、この地域の農家はしばしば小規模な農

業実践の目的を「自給自足」と説明する。なぜなら

農家自身は「自身で食べるものを作る」という価

値観を持っているためである（cf.岩男 2021）。そ

れゆえ行政もこうした自給自足言説を用いてきた

（徳島剣山世界農業遺産推進協議会 HP）。だとす

れば、こうした地域における GIAHS 認定が農業シ

ステムに与える影響を評価するためには、「自給自

足」と語られるような販売額が 0 に近いような極

小規模の食糧生産や消費行動の実態を明らかにす

る必要がある。そもそも農業実践者の活動が農業

システムの維持・再生産に寄与している程度を明

らかにするためには、環境に働きかけている行為

者の価値観だけでなく、「行為」の積み重なりに焦

点を当てる必要がある（内藤・石川 2023）。だが、

そうした極小規模の食糧生産や消費行動について

の実態は把握されてこなかった。 

そこで、本研究では、徳島県「にし阿波の傾斜地

農耕システム」の認定地域の一部である三好市東

祖谷地域を対象に、市場への販売額がほとんどな

いか 0 の「極小規模生産者」による食糧生産、贈

与交換、消費の実態を明らかにする。 

 

2． 調査地概要／調査方法 

 

2-1 徳島県三好市東祖谷 

 この地域は、旧東祖谷山村にあたる（図 1）。面

積は 228.62 ㎢で、気象庁の 1991−2020 年の記録に

よると年間平均降水量が 2437.3 ㎜という多雨地

域である（気象庁 HP）。集落の数は 44 集落で、多

くが標高400−800ｍの山の中腹より上に位置する。 

 

図 1 東祖谷の位置 
当該地域には、日本最大の破砕帯が走っており、

地震や大雨による崩落や地滑りが起こりやすい。

安息角の場所に分布しているこの地域の集落は、

大規模な地滑り跡地に立地している可能性がある。

総人口は 1,029 人で、世帯数が 650 戸である（2023

年 9 月時点）。65 歳以上の割合が 58.9％（2023 年

4 月時点）の超高齢社会である。 

 この地域は、1965 年以前は葉煙草栽培を中心と

する農業が基幹産業だったが、それ以降は公共事

業が増加し、建設業が栄えた（表 1）。2005 年以降

は、就業者数の半数以上が第三次産業に従事する

ようになり、現在では、多くの人々が農業以外の

職業に従事している。 
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表 1 東祖谷の産業別就業者数の推移 

 

だがこの地域を訪れると、傾斜地に張り付くよう

に畑が存在し、季節によっては畑のすぐ側にコエ

グロが作られている。 

 

2−2 研究方法・調査方法 

 本研究では、日本の世界農業遺産認定地域にお

ける、小規模生産者による食糧生産・消費行動の

動態を明らかにする。そのために、「にし阿波の傾

斜地農耕システム」認定地に含まれている徳島県

三好市東祖⾕において、地域住⺠の⾷料⽣産と消

費活動に関する参与観察とインタビュー調査を行

った。調査期間は、2023 年 4 月から 2024 年 12 月

まで（断続的に合計 11 ヶ月間）である。 

 

3． 東祖谷における極小規模の食料生産 

傾斜地で耕作する際には、棚田や段畑といった

水平面を作ることで、土壌流亡を防ぐことが多い。

しかし、にし阿波地域では傾斜地を残したまま耕

作することができているという点が、世界農業遺

産の特徴として評価された。具体的には 20cm ほど

の表土層（A層）を維持・創出する仕組みが育まれ

てきた。その仕組みは、①採草地で採集した敷草

（カヤ）の施肥、②伝統的な農具で深く耕起する

ことで礫を砕きシルト・粘土を生産すること、③

流亡した土壌を伝統的な農具で上に戻す（ツチア

ゲ）ことによって構成されている。ツチアゲには、

サラエと呼ばれる 5 本の歯がついた伝統的な農具

が不可欠である。この農具は畑地の傾斜や農具の

利用者の体格によって、歯と柄の角度や柄の長さ

が調整されている（北野・内藤 2020）。 

この地域では、秋に採草地で収集したススキを中

心とする敷草を円錐状に積み上げて乾燥させた後、 

円錐状に干し敷草を積んで保存する。これをコエ

グロと呼ぶ（写真 1）。そして春と夏に敷草を細か

く刻んで施用する。畑にまかれた敷草には、土壌

流亡を劇的に抑える効果がある。その後、敷草は

ゆっくり堆肥になる。このように敷草の施用は傾

斜地農業システムのなかで重要な役割を果たして

いる。 

 
写真 1 東祖谷におけるコエグロ 
 

以下では三好市東祖谷 K 集落を事例に、極小規模

の食糧生産の実態を詳述する。東祖谷 K 集落は、

祖谷川をはさんで 3 つの部落に分かれている。徳

島県三好市「人口統計 2023」によると、2022 年 11

月には表 2のような世帯数、人口になっている。 

表 2 Ｋ集落の部落別概要 

 

ここでは K集落（以下 A 部落と称す）に焦点を当

てて、誰がどの程度何を生産しているのかを明ら

かにする。対象は、調査者が滞在中に A 部落に居

住していることが確認できた 17 世帯である。 

A 部落では、全世帯の 8割が耕作をしていた。耕

作者は主に定年退職後の人々で、彼らのかつての

職業は建設業や公務員といった非農家であった

（表 3）。彼らの多くは、農家をしていた親世代が

所有していた畑を相続し、耕作していた。つまり

彼らは葉たばこを中心とした商業的な農業を行っ

ていた親世代から畑地を相続した非商業的な耕作

者である。また、現在は A 部落に居住せず、通い

で農業を行っている世帯を一事例確認した。彼ら

は、2 ヶ月に 1 度の頻度で部落を訪れ、比較的作業

行程が少ないジャガイモなどを栽培していた。 

次に耕作面積について説明する。A部落の耕作面

積は平均で 6a（612 ㎡）、最大で 23a（2320 ㎡）で

あった（表 3）。 

次に、この地域で栽培されている作物について説

明する。この地域では、少量多品目の農作物を栽
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培している（表 4）。灰色になっている部分は、そ 

表 3 Ａ部落における耕作面積と退職前の職業 

 

の作物が畑に植えられていた時期を指す。畑はい

つもすべてを利用されているわけではなかったが、

常に一部分で作物が栽培されていた。 

ジャガイモに関しては、複数品種が植えられてい

た。ゴウシイモと呼ばれる祖谷の在来種を植える

世帯が最も多かった。他方で 10 世帯中 9 世帯が、

ホームセンター等で購入した他品種の種芋も植え

ていた。彼らは、料理の種類ごとに、芋の種類を使

い分けていると話していた。ジャガイモを栽培し

ている世帯すべての生産量を把握することはでき

なかったが、世帯 B は 100kg（1 俵 20kg 換算：5

俵）、世帯 Dは 250kg のジャガイモを収穫していた

（2024 年 8 月収穫分）。これらの世帯は生産した

ジャガイモを出荷していなかった。このジャガイ

モ生産量は「自家消費」というレベルを大きく越

えている。 

表 4 Ａ部落で確認された作物カレンダー 

 
また、「ある作物を植えて欲しい」という依頼が

農家間で発生する場合がある。東祖谷には、スロ

ーフードインターナショナルによって運営されて

いる「味の箱船」というプロジェクトに登録され

ている在来の雑穀が 6種存在する。世帯 E2 が、世

帯 A と B 部落の住民 1 人に対して「来期から在来

の雑穀を栽培して欲しい」と依頼したのだという。

依頼相手は、農家民泊を営んでいたり、飲食店を

営んでいる人々だった。世帯 E2 は、雑穀栽培をお

願いした理由として「自身の家で栽培しても猿に

食べられてしまい、何も収穫できないから」だと

いう。ここでは近隣住民に依頼することにより「収

穫量の増加」ではなく、「品種保全のための栽培」

を目指していた。シコクビエ、ヒエ、アワ、キビ、

ソルガム等の雑穀は、４年以上保存すると発芽率

が著しく低下する（国際連合食糧農業機関駐日連

絡事務所 2023）。そのため、農家間での雑穀栽培依

頼は、種子銀行のような役割も果たしている。 

 

4． 東祖谷における消費活動の実態 

ここからは農家の消費行動に注目する。A 部落で

は食品の購入先として、50km ほど離れたスーパー

か、配達される生協が利用されていた。買い物は

週に 1 度程度で、冷蔵庫とは別に冷凍庫を設置し

ている家が多かった。移動販売車は一部の集落に、

週に一度などの頻度で来ていた。また、東祖谷地

域の老人ホームには、地域内の豆腐屋さんで製造

している豆腐とコンニャクの注文サービスが存在

している。 

表 5は A部落で食事調査に協力してくださった 6

世帯の 2024年 11月 17日から 11月 24日までの食

事調査の結果である。自家栽培の農作物が食卓に

上る回数の割合は 65.9％であった。一方で、80 代

以上の独居人の世帯と仕事に出ている世帯では、

譲与された農作物が食卓に上る回数も多い。具体

的には、世帯 E1 は高齢独居世帯であるため、部落

C に住む親戚が収穫された農作物やそれを使った

惣菜などを毎週持参していた。 

自家栽培の農産物は、ある世帯では 16％しか消

費されていなかった。世帯 B の事例では、100kg ほ

どの収穫があったが、自宅で食用として消費され

ていたのは 16kg で、種イモとして 32kg を自宅で

保管し、20kg を知人に販売、その他 30kg ほど東祖

谷地域外に住む親族へお裾分けをしていた。他の

世帯でも収穫物の多くは、東祖谷地域外に住む親

族へ送られている。 

また、近隣住民との農作物のやりとりも見られた。

世帯 B と世帯 I のやりとりの事例では、世帯 I の
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大根の生育が遅かったため、世帯 B が大根を 3本 

 

表 5 Ａ部落における世帯ごとの食事内容 

 

お裾分けした。その後世帯 I の大根が育ち、大根

２本分ほど漬け物にして世帯 I へお返しをした。

世帯 B はその漬け物を気に入り、世帯 I に追加で

２本大根を渡し、世帯 I と B の２世帯分の大根を

漬けてもらった。このように、収穫時期のズレや

農作物のとれ高に応じて、近隣住民と農作物をや

りとりしていた。 

店舗などに出荷する事例は A 部落ではほとんど

確認されなかった。隣接する西祖谷地域に道の駅

や地元の農産物を扱う商店があるが、そこに出荷

している事例は東祖谷地域内で数世帯のみである。

他方で 3 世帯が農作物の売買を個人的に行ってい

た。たとえばジャガイモ（ゴウシイモ）が 7,000 円

−10,000 円／20kg で販売されていた。3世帯は 1年

に 1 俵（20kg）程度の量を販売していた。価格の

相場は存在するが、最終的な価格は双方の交渉に

より決定されていた。1 世帯のみ週に 8kg ずつ約 2

ヶ月、自身が営む飲食店に卸していた事例があっ

た。とはいえ販売量はごく少量である。 

また、集落内外の世帯から個人的に農作物を購入

している事例も確認できた。例えばある世帯は、

他の世帯から小豆 3.8kg を 2,000 円で、ジャガイ

モ（ゴウシイモ）20kg を 6,000 円で購入していた。

農作物の購入者は畑地を持っていないか耕作を完

全に辞めた人である。購入の目的は、都市部に住

む家族への贈与だった。また、自分で耕作をして

いる場合でも、親族に農産物を送る量が自家生産

では足りない際に、近隣世帯から購入する事例も

確認された。 

 

5． まとめ 

東祖谷地域における極小規模の食料生産者は、

「自分ですべて消費するには多すぎる量」の作物

を栽培していることが明らかとなった。だが、そ

れらが販売されることはほとんど無かった。収穫

された農産物の多くは、地域内外の親族や友人に

贈与されていた。上記の結果から、これまでの聞

き取り調査では「自身が食べるために作っている」

と語られたり、認識されることが多かった農産物

の半数以上が世帯や集落を越えて贈与・交換され

ていることが明らかになった。 

このような農産物の贈与・交換に目を向けると、

定年退職者による農業システムの再生産の可能性

が示唆される。それは経済効果でも、自給自足神

話でもない、贈与・交換のための農業実践という

第三の可能性である。それは地域内部や都市住民

を結ぶネットワークを形成していた。換言すれば、

それは農業を継続することである種の関係人口を

生産・再生産している。こうした極小規模の農業

実践による関係人口の生産・再生産が農業システ

ムの保全に与える影響を検討する必要がある。な

ぜなら農業システムは、農村空間を構成するさま

ざまなアクターによる「活動量（ナイト・合原2021）」

の総体に他ならないからである。こうした生活に
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埋め込まれているために目に見えにくく、聞き取

り調査でも明らかになりにくい活動を、GIAHS 保

全の指標として評価する具体的な方法を検討して

いきたい。 
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